
1 

上位・関連計画の整理 

１．将来都市構造と関連計画等における位置付け 

〇第二次まちづくり基本方針では、市全域にまたがる「軸」と、地域別の考え方を示す「核」と「ゾーン」の３つの骨格で構成される将来都市構造が示されている。 

○このうち以下の図に示す「核」と「ゾーン」に関し、第二次まちづくり基本方針における考え方と、「第五次長期総合計画」、「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」、「モノレール沿線まちづくり構想」における位

置付けを整理する。 

 

 

 

         

 

 

 

  

■みどりの核 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 都市公園などまとまりのある緑地を、憩いの場と
して整備・充実する。（考え方は各核に共通） 

 
〔第五次長期総合計画〕 
 貴重な自然環境が残る狭山丘陵、市民の憩いの場
としての機能を有する都市公園などをみどりの核
と位置付け、まとまりある緑地として整備・充実
する。 

■住宅系市街地ゾーン 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 良好な住環境の維持・向上を図る。 

■自然景観形成ゾーン 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 村山工場跡地内南側は、みど
り豊かな土地利用を誘導す
る。 

■複合市街地ゾーン 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 商業や工業、住宅など様々な
機能を持つ市街地形成を図
る。 

■自然景観形成ゾーン（狭山丘陵） 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 豊かな自然環境の維持・保全を図る。 

■沿道市街地ゾーン 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 商業や業務、住宅を主体とした複合的な土地利用を
誘導し、にぎわいと活力のある沿道市街地の形成を
図る。 

 それとともに人口密度を高め、利便性の高い生活空
間の形成を図る。 

 
〔モノレール沿線まちづくり構想〕 
 道路の拡幅整備事業の進捗を踏まえ、土地の高度利
用を図る。 

 
〔新青梅街道沿道地区まちづくり計画〕 
 沿道利用型の小規模な店舗や事業所、中高層住宅を
主体とした複合的な土地利用を図る。 

 
〔第五次長期総合計画〕 
 新青梅街道沿道地区まちづくり計画に基づき、適正
かつ効果的な土地利用や都市機能の向上を図るた
め、商業・業務、住宅などを主体とした複合的な土
地利用を誘導し、にぎわいと活力のある沿道市街地
を形成する。 

 多摩都市モノレールの延伸とそれに伴う新駅の設
置を見据えた沿道まちづくりを推進する。 

■憩いの核（神明・学園地区） 
※（仮称）No.２駅を整備予定 
 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 多世代が集う憩いの核として、医療、福祉施設や大
学などと連携した交流拠点の形成を目指す。 

■モノレール駅周辺共通事項 
〔モノレール沿線まちづくり構想〕 
 新駅周辺の状況等に応じて用途地域や容積率を変更し、土地の高
度利用を図る。 

 土地の高度利用による住宅や商業・業務機能の集積を誘導する。 
 公共施設の建替えや移転にあたっては、駅周辺に求められる機能
の整備・集約について検討する。 

■憩いの核（野山北公園周辺） 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 観光施設など交流機能の充実を図る。 

■サブ核（中原・岸地区、緑が丘地区） 
 ※（仮称）No.１・（仮称）No.５駅を整備予定 
 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 利便性の高い市民生活の拠点として、住宅や生活サービス施設な
どの多様な都市機能の集積・維持を目指す。 

 
〔新青梅街道沿道地区まちづくり計画〕 
 道路拡幅段階では、近隣商業施設、中低層の都市型住宅、生活支
援機能の立地誘導を図る。 

 特に都営村山団地、中原・岸地区では景観的な工夫を図るととも
に、にぎわいを高める新たな土地利用を図る。 

 モノレールの延伸計画決定段階では、商業施設や複合型集合住宅
などの集積を図る。（都市核・サブ核以外のモノレール駅も共
通） 

 
〔第五次長期総合計画〕 
 市民生活の拠点として、住宅のほか商業、生活支援機能などを集
積する。 

■都市核・中心市街地ゾーン 
 ※（仮称 No.３駅）を整備予定 
※東京都にて再開発促進地区、誘導地区に位置付け 

 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 商業、住宅、行政サービス、高次医療、防災などの多様な機能の
集約・維持を目指す。 

 都市機能の集約や交通利便性が確保された、持続可能な都市構造
による利便性の高い魅力あふれる中心市街地の形成を目指す。 

 
〔モノレール沿線まちづくり構想〕 
 土地区画整理事業地内には、交通結節機能の強化や市の顔となる
空間形成などを目指し、交通広場を整備する。 

 
〔新青梅街道沿道地区まちづくり計画〕 
 道路拡幅段階では、土地区画整理事業による都市基盤の整備、土
地の高度利用の誘導、生活支援機能の集積を図る。 

 モノレールの延伸計画決定段階では、更なる土地の高度利用を促
進し、中心市街地としての都市機能の向上を図る。 

 
〔第五次長期総合計画〕 
 本市の顔となる魅力あふれる中心市街地として、商業、住宅、行
政サービス、防災などの多様な機能を集積する。 

 商業・業務、住宅、行政サービス、防災などの多様な機能の集積
を行い、にぎわいと活力のある中心市街地を形成する。 

■憩いの核（三ツ藤・三ツ木地区） 
 ※（仮称）No.４駅を整備予定 
 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 サイクルツーリズムの推進など、自転
車等を活用したレクリエーション拠点
の形成を目指す。 

■大規模農地ゾーン（多摩開墾） 
〔第二次まちづくり基本方針〕 
 貴重なまとまりある農地として、農業
環境の維持・保全を図る。 

 
〔第五次長期総合計画〕 
 農業の保全に努めるとともに、魅力あ
る農業経営の確立を目指す。 

資料３ 
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２．土地利用の方針 

○第二次まちづくり基本方針では、土地利用、道路・交通環境、公園・緑地等、安全・安心まちづくり、景観・環境まちづくり、活力あるまち

づくりの６つの方針が示されている。以下では、立地適正化計画に関連が深い「土地利用の方針」を整理する。 

 

 

 

 

        

 

 

 

  

■計画住宅地区（学園二丁目） 
 地区計画制度を活用し、多摩都市モノレールの延
伸を見据えた、地域のにぎわい創出に資する良好
な住宅地としての土地利用を誘導する。 

■公共公益施設地区（現庁舎用地） 

 庁舎移設後の利活用について検討を進
める。 

■公共公益施設地区（全般） 
 良好な景観形成、周辺地区との連携に配慮しつ
つ、にぎわいと交流に資する施設及び緑豊かな
文化・スポーツ施設等を誘導する。 

■緑住低層住宅地区 
 生け垣や屋敷林のみどり、狭山丘陵の自然環境を
いかし、ゆとりある低層住宅地としての土地利用
を維持する。 

 狭山丘陵景観重点地区）建物の色彩や緑化の基準
に基づき、自然環境を含む周辺環境と調和した低
層住宅地としての土地利用を誘導する。 

 土砂災害特別警戒区域）自己の居住の用に供する
住宅の建築等を目的とした開発行為以外の開発行
為を原則として抑制する。 

■複合住宅地区 

 都営村山団地の建替えに伴い創出された用地は、
商業、医療等の生活利便機能や公共公益機能など
の誘導により、生活の中心地としての住宅地の形
成を図る。 

■公共公益施設地区（学園） 

 地区計画制度の導入などにより、敷地内緑化や外
周道路との連続性など良好な環境に配慮した街並
みの形成を図ります。 

■公共広場（（仮称）No.3駅） 

 交通結節機能の強化や本市の顔とな
る空間形成などを目的として、公共広
場を整備する。 

■近隣商業地区 

 幹線道路沿道のうち既存商業施設の立地が多い地区は、日
常的な生活の利便性や快適性を向上させるための店舗が立
地する近隣商業地としての土地利用を誘導する。 

■計画住宅地区（中原二丁目、三ツ藤一丁目） 

 建築協定や地区まちづくり計画制度を活用して、低層住宅
地としての良好な住環境の保全を図る。 

■沿道住宅地区 
 幹線道路沿道）周辺住宅地からの買い物客が利用する住宅
と店舗が共存するにぎわいのある土地利用を誘導する。 

 幹線道路沿道）地区まちづくり計画制度等を活用し、後背地
の低層住宅地の住環境などにも配慮した土地利用を図る。 

 補助幹線道路沿道）建物の更新時期に合わせて共同化・中層
化などによる良好な中層住宅地としての土地利用を誘導す
る。 

■低層住宅地区 

 みどりや水辺を身近に感じる良好な低層住宅地としての土
地利用を誘導する。 

 主要な幹線道路沿道等の後背地においては、地区まちづく
り計画制度や地区計画制度の活用により、住環境に配慮し
た土地利用を誘導する。 

■新青梅街道沿道地区 

 周辺環境に配慮しつつ、地域の特性に応じた商業・業務・サ
ービス施設や都市型住宅の立地を誘導する。 

 多摩都市モノレール新駅周辺）駅前にふさわしいにぎわい
と活力のある土地利用を誘導する。 

■公共公益施設地区（市庁舎の移設予定地） 
 隣接する医療施設や消防施設などの立地と合
わせ、市民サービスの向上に資する土地利用を
図る。 

■中高層住宅地区 
 本市の東の拠点として、都営村山団地の建替事業
に合わせ、地区の特性をいかした地区計画制度等
を活用し、中高層住宅地としての土地利用を誘導
する。 

■商業市街地 
 都市核土地区画整理事業や周辺道路網との整合を図りつ
つ、商業機能を中心とした多様な都市機能を集積し、次世代
が安心して生活でき、にぎわいと活力から交流が生まれる
土地利用を誘導する。 

■計画住宅地区（学園四丁目、大南五丁目等） 
 地区計画制度等により低層住宅地が形成された
地区は、計画に即した良好な戸建て住宅地の保全
を図る。 

■住工複合地区 

 地区まちづくり計画制度や地区計画制度の活用、大型車の通行
を考慮した道路基盤の整備を進め、生産環境の向上を図る。 

 騒音対策の強化や景観の向上を図るため、敷地内緑化を促進す
るなど、住宅と工場の相互に配慮した土地利用を誘導する。 

■環境形成地区 
 関係者相互が十分に協議、連携し地域活力の維持・向上に資
するよう地区計画に即した、沿道の良好な景観形成に配慮
した林苑の形成と寺院及び附属機能等を誘導する。 
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■都市農地をいかしたまちづくり  

 都市農地は、都市農業振興基本計画で都市に「あるべきも
の」と転換されたことから、農業振興施策と連携しながら積
極的にその保全・活用を図る。 

 生産緑地地区は、農産物の生産基盤であるとともに、市街地
の環境保全や防災空間として大きな役割を果たしているこ
とから、保全に向けて特定生産緑地の指定とその更新を促
進する。 

 宅地化農地（生産緑地地区以外の市街化区域内農地）の中
で、都市環境の保全や防災上の観点から効用のある農地に
ついては、貴重なみどりのオープンスペースとして、生産緑
地地区への追加指定を促進する。 

■多摩都市モノレール新駅周辺のまちづくり 

 交通状況や周辺状況等に応じ、市民や来訪者が利用しやす
い駅前広場等の交通施設を整備するとともに、各駅周辺の
特性を踏まえた新たな都市機能の誘導を図るなど、アクセ
ス性が高く魅力と利便性を兼ね備えた交流の場づくりを進
める。 

 新駅周辺のまちづくりについても、より具体的な検討に基
づく土地利用の方針を定めることとする。 

 商業・業務・サービス施設、住宅などの多様な機能を誘導し、
生活利便性を高めることでモノレールの効果を最大限波及
させるまちづくりを進めます。 

■新青梅街道線沿道のまちづくり 

 地区計画制度等を活用して、商業・業務・サービス施設と集
合住宅が共存するなど利便性が高く、周辺住環境との調和
に配慮した良好な中高層住宅を誘導する。 

 騒音などの環境問題や防災性を考慮しながら、後背地の低
層住宅地の住環境にも配慮した土地利用を誘導する。 

 緑が丘地区及び中原・岸地区の新青梅街道線沿道は、周辺住
民の生活の利便性に資するよう地区計画制度等を活用し、
本市の東西の玄関口にふさわしい拠点形成を図る。 

■都市核土地区画整理事業区域 

 本市の中心核にふさわしい良好な住宅地の形成と魅力とに
ぎわいのあるまちの実現を図る。 

 区域内の多摩都市モノレール新駅周辺には、駅前広場や駐
輪場等の整備を行います。また、誰もが利用しやすく、集ま
りやすい、にぎわいと活力のある中心市街地の形成を図る。 


